
  

平成 30 年 6 月 22 日  

 

平成 30 年度国立研究開発法人日本医療研究開発機構調達等合理化計画 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）

に基づき、国立研究開発法人日本医療研究開発機構は、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクル

により、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、平成 30

年度国立研究開発法人日本医療研究開発機構調達等合理化計画を定める。 

 

１． 調達の現状と要因の分析 

 

（１） 国立研究開発法人日本医療研究開発機構における平成 29 年度の契約状況は、表１のとおりで、

契約件数は 4,050 件、契約金額は 1,181 億円である。うち、競争性のある契約は 3,270 件 (80.7％), 

1,168 億円 (98.9％)、競争性のない契約は 780 件 (19.3％), 13 億円 (1.1％)となっている。 

 

表１ 平成 29 年度の国立研究開発法人日本医療研究開発機構の調達全体像      (単位：件、億円） 

 
平成 28 年度 平成 29 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
(2.8％) 

１１６ 

(1.3％) 

１５ 

(2.9％) 

１１８ 

(2.6％) 

３１ 

(0.1％) 

２ 

(1.3％) 

１６ 

企画競争・ 公

募 

(77.5％) 

３，２２０ 

(97.3％) 

１，１３５ 

(77.8％) 

３．１５２ 

(96.3％) 

１，１３７ 

(0.3％) 

▲６８ 

(▲1.0％) 

２ 

競争性のある

契約 （小計） 

(80.3％) 

３，３３６ 

(98.6％) 

１，１５０ 

(80.7％) 

３，２７０ 

(98.9％) 

１，１６８ 

(0.4％) 

▲６６ 

(0.3％) 

１８ 

競争性のない

随意契約 

(19.7％) 

８１８ 

(1.4％) 

１６ 

(19.3％) 

７８０ 

(1.1％) 

１３ 

(▲0.4％) 

▲３８ 

(▲0.3％) 

▲３ 

合 計 
(100％) 

４，１５４ 

(100％) 

１，１６６ 

(100％) 

４，０５０ 

(100％) 

１，１８１ 

(0.0％) 

▲１０４ 

(0.0％) 

１５ 

 
（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2） 比較増△減の（ ）書きは、平成 29 年度の対 28 年度差分である。 

 

（２） 国立研究開発法人日本医療研究開発機構における平成 29 年度の一者応札・応募の状況は、 

表２のとおりで、契約件数は 43 件 (1.3％), 契約金額は 17 億円 (1.5％)である。 

 

表２ 平成 29 年度の国立研究開発法人日本医療研究開発機構の一者応札・応募状況 （単位：件、億円） 

 平成 28 年度 平成 29 年度 比較増△減 

２者以上 

件数 
(98.7％) 

３，２９１ 

(98.7％) 

３，２２７ 

(0.0％) 

▲６４ 

金額 
(99.4％) 

１，１４４ 

(98.5％) 

１，１５１ 

(▲1.0％) 

７ 

１者以下 

件数 
(1.3％) 

４５ 

(1.3％) 

４３ 

(0.0％) 

▲２ 

金額 
(0.6％) 

６ 

(1.5％) 

１７ 

(1.0％) 

１１ 

合 計 

件数 
(100％) 

３，３３６ 

(100％) 

３，２７０ 

(0.0％) 

▲６６ 

金額 
(100%) 

１，１５０ 

(100％) 

１，１６８ 

(0.0％) 

１８ 

 
（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
（注 2） 合計欄は、競争契約（一般競争、企画競争、公募）を行った合計数である。 

（注 3） 比較増△減の（ ）書きは、平成 29 年度の対 28 年度差分である。 

  



  

 

２． 重点的に取り組む分野 (【 】は評価指標) 

 

総合的な検討を行った結果、以下の事項について、それぞれの状況に即した調達の改善及び事務処

理の効率化に努める。 

 

（１） 事務・事業の特性を踏まえた適正な随意契約の実施 

相手先が限定されるような特殊で専門的な機器や役務調達及び業務の委託においては、事業の

特性を踏まえた適正な随意契約を実施する。【当該取り組みの実施結果】 

（２） 効果的な規模の単価契約・一括調達の実施 

主に、市場在庫流通物件の調達については、スケールメリットと事務の簡素化につながる事案を中

心に単価契約・一括調達の実施を検討する。他方、翻訳等の特定の労働集約型の調達対象におい

ては、フェアトレードを前提とした中小企業配慮に留意する。 【当該取り組みの実施結果、単価契約

の件数】 

（３） 専用のＷｅｂサイトによる入札関係書類のリリースの推進 

入札関係書類の専用Ｗｅｂサイトホームページによる入札公告の公示、仕様書、入札説明書等の

頒布並びに関連情報のメルマガ発行を通じて応札者の情報アクセス等の利便性向上を図り、多数の

応札希望者に情報が行き渡るよう引き続き配慮する。 【当該取り組みの実施結果、入札公示案件数

に対する入札説明資料のダウンロード者数】 

（４） 一者応札の改善 

一者応札の改善に向け、応札のなかった入札公告等の閲覧者に対し、その理由等を確認するため

のアンケート調査を行い、要求担当者にフィードバックすることにより、よりオープンな仕様内容への改

善を促すと共に、他の公的機関の取り組み等を研究し、AMED において実装可能な手法について検

討を行う。 【当該取り組みの実施結果】 

 

３． 調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

 

（１） 随意契約に関する内部統制の確立 

新たに随意契約を締結することとなる案件については、契約審査委員会規則に則り、事前に法人

内に設置された契約審査委員会（委員長は理事）に報告し、会計規程における「随意契約によること

ができる事由」との整合性や、より競争性のある調達手続の実施の可否の観点から点検を受けること

とする。 

ただし、特別の事情があり、委員長が認める場合に限り、委員会は、書面又はメールにより開催す

ることとする。 【契約審査委員会による点検件数等】 

（２） 不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

機構全体へ、適正な調達手続等について、職員研修等を通じ周知を行うと共に、マニュアル、早見

表等のメンテナンスを行う。 

推進体制にある調達等合理化検討会の統括責任者及び副統括責任者が指定するメンバーによ

る、調達内容の多面的な審査を行うことにより、国立研究開発法人日本医療研究開発機構がその事

業の遂行のために資する適正な調達であるか、個別のチェックを行う。  

必要に応じて要求者に直接説明を求める等の吟味を行うとともに、監事回付の調達伺い案件は、

要求時回付を確実に行うものとする。 【当該取り組みの実施結果】 

     

４． 自己評価の実施 

 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の一環と

して、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の評価を受ける。主務大臣

による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・策定等に反映させるものとする。 

 

 



  

５． 推進体制 

 

（１） 推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、理事を総括責任者とする調達等合理化検討会に

より調達等合理化に取り組むものとする。 

 

総括責任者     理事 

総括責任者代理  執行役 

副総括責任者    経理部長 

メンバー        経営企画部長、総務部長、研究公正・法務部長、知的財産部長、戦略推進部長、 

 産学連携部長、国際事業部長、基盤研究事業部長、 

 臨床研究・治験基盤事業部長、創薬戦略部長、革新基盤創成事業部長

  

（２） 契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評価の際の

点検を行うとともに、これに関連して、新規の随意契約等に該当する個々の契約案件の事後点検を

行い、その審議概要を公表する。 

 

６． その他 

 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、国立研究開発法人日本医療研究開発機構

のホームページにて公表するものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化計画の改

定を行うものとする。 

 

以  上 


